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事 例 票 

近畿管区行政評価局 

Ｎｏ 事例票１０ 対象機関名 大阪労働局 

事項（項細目） ３ 

ホームページの報道発表資料欄等で記者レク資料等を公表しているが、集約化され

件  名 ておらず、また、件名に事業者名等の個別情報がないことから、一覧性が確保され

ていないもの 

 

大阪労働局では、平成 21年度以降、労働者派遣法に基づき、労働者派遣事業者に対し、ⅰ）多

重派遣等の個別の違反内容（後述のⅱを除く）を端緒とした行政処分（事業停止命令、事業改善命

令）を９社に対し、ⅱ）同法に定める事業報告書が未提出であったことを端緒とし、所在不明であ

ることが判明した事業者に対する行政処分（事業停止命令、事業改善命令）を 160社に対しそれぞ

れ実施しており、処分結果については、随時、同局ホームページの「報道発表資料」や「報道発表

資料一覧」のコーナーに掲載し公表している。 

なお、ⅱの所在不明事業者への処分結果の公表は、複数の事業者をまとめて公表する形式をとっ

ている。 

 

 しかし、次のとおり、これらの労働者派遣事業者に関するネガティブ情報について、一覧性が確

保されていない状況となっている。 

 

① 「報道発表資料」等のコーナーには行事案内等の各種情報を掲載していることから、労働者派

遣法関係のネガティブ情報はこれらの資料の中に散在しており、集約化されていない。 

なお、労働者派遣法を所管する部署では、「各種法令・制度・手続き」のページの中に「労働

者派遣事業関係」のページを設定し各種情報を掲載しているが、同ページにネガティブ情報を掲

載していない。 

 

② 上記ⅰに係る行政処分結果については、事例の件名に事業者名等の個別情報がなく、同種の事

例は同じ件名で示されていることから、目的の情報を得るためには、１件１件、該当する事例が

表示されるまでクリックして確認する必要があるものとなっている。 

なお、同局が「報道発表資料」等のコーナーで掲載している他の行政処分等の事例（厚生労働

省本省で行政処分等を実施した障害者雇用促進法関係の事例）では、当該事例の件名に事業者名

を記載し、目的となる情報を分かりやすく掲載しているものがみられる。 

 

※ 他機関では、行政処分等の実施結果を集約したページを設け、個々の事例の件名に被処分者名、

処分年月日等、当該事例を特定するための具体的情報を含めて表示し、目的の事例を探しやすく

して、情報の一覧性についても確保している例がみられる。（事例票 14（近畿財務局）「金融商品

取引法に基づく不利益処分の掲載状況」参照） 
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（大阪労働局ホームページにおける掲載状況） 

掲載場所：トップページ＞ニュース＆トピックス＞報道発表資料 

○ 労働者派遣法に基づく

行政処分情報が他の情報

の中に混在している。 

○ また、事例の件名に事

業者名等の個別情報がな

く、同種の事例は同じ件

名で示されている。 

また、他の行政処分等の事

例（厚生労働省本省で行政

処分等を実施した障害者雇

用促進法関係の事例）では、

件名に事業者名を記載して

いるものがみられる。 

 （注）墨消し部分は個別事業者名である。 
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事 例 票 

近畿管区行政評価局 

Ｎｏ 事例票１１ 対象機関名 近畿経済産業局 

事項（項細目） ３ 

ホームページの新着情報欄等で記者レク資料等を公表しているが、ホームページ内
件  名 

に散在しており、一覧性が確保されていないものなど 

 

① 近畿経済産業局では、特定商取引に関する法律、消費生活用製品安全法及びガス事業法等に基

づいて指導監督を行い、その結果、行政処分等を実施した状況をホームページ等で公表している。 

ホームページへの情報掲載については、平成 21年 11月、それまでの取扱いを整理し、「近畿

経済産業局ホームページ運営基本方針」（平成 21年 11月 19日広報委員会策定）としてとりまと

めており、ネガティブ情報に関しても、同方針に定める「報道発表情報」又は「その他各種政策

説明等対外的に公表すべき事項」に該当するとして、主にプレス発表した内容を処分等の実施日

と同日に掲載することとしている。 

しかし、ホームページにおけるネガティブ情報の掲載状況をみると、以下のとおり、「報道発

表」欄（平成 19年３月以降掲載）や特定商取引に関する法律関係のページである「消費者相談

室」欄等（平成 19年 11月以降掲載）において、これらネガティブ情報が各種情報の中に散在し

て掲載されており、ネガティブ情報の一覧性や検索性が確保されていないものとなっている。 

   

② 上記の状況のほかに、「報道発表」欄や「消費者相談室」欄では、過去に掲載されたネガティ

ブ情報でリンク切れが発生し、詳細な情報が分からなくなっているものがあることから、掲載期

間を踏まえた情報の整理が必要とみられる。 

例１： 平成 18年 10月 27日付けで「報道発表」欄に掲載された「特定商取引法違反の訪問販

売業者に対する業務停止命令」の事例について、リンク切れが発生している。 

例２： 経済産業省本省ホームページの該当ページが削除されたため、以下のページでリンク切

れが発生している。 

・平成 17年 11月 30日付けで「報道発表」欄に掲載された「消費生活用製品安全法第 82

条に基づく緊急命令」の事例 

・平成 19年 11月 28日以前に「消費者相談室」欄に掲載された「経済産業省が行った特

定商品取引に関する法律による行政処分」の事例 

 

近畿経済産業局によると、上記基本方針により、ホームページの掲載期間については、原則５年

間と定めているが、ネガティブ情報の一覧表を設ける等により一覧性を確保する場合は、ネガティ

ブ情報に関する適切な掲載期間について、あらためて検討する必要があるとしている。 

 

※ ネガティブ情報の一覧表を設ける等により、情報の一覧性や検索性が確保され、利便性が向上

すると考えられる。 

なお、他機関では、行政処分等の実施結果を集約したページを設け、個々の事例の件名に被処

分者名、処分年月日等、当該事例を特定するための具体的情報を含めて表示して、目的の事例を

探しやすくし、情報の一覧性についても確保している例がみられる。（事例票 14（近畿財務局）

「金融商品取引法に基づく不利益処分の掲載状況」参照） 
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（ネガティブ情報が各種情報の中に散在しており、一覧性や検索性が確保されていない例） 

 

○「報道発表」のページ 

近畿経済産業局ホームページの

報道発表欄に、ネガティブ情報

（この場合、ガス事業法違反に

対する厳重注意）が混在して掲

載されている。 

 

 

ガス事業法違反に対し事業者に

厳重注意を行った事例が掲載さ

れている。 

（注）墨消し部分は個別事業者名又は地名である。 
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○バックナンバーの掲載状況 

 

 

○「消費者相談室」のページ 

 
 

「消費者相談室」の

ページに、ネガティ

ブ情報（この場合、

特定商取引法違反事

業者に対する業務停

止命令）が混在して

掲載されている。 
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（過去に掲載されたネガティブ情報でリンク切れが発生している例） 

○「報道発表 平成 18年度分」のページ 

リンクあり 

 

 

 
リンク切れが発生 

 

 

 

（注）墨消し部分は個別事業者名又は地名である。 
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○「報道発表 平成 17年度分」のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）墨消し部分は個別事業者名である。 
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○「消費者相談室」のページ 
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事 例 票 

近畿管区行政評価局 

Ｎｏ 事例票１２ 対象機関名 中部近畿産業保安監督部近畿支部 

事項（項細目） ３ 

件  名 ネガティブ情報の一覧性、統一性が図られていないもの 

 

中部近畿産業保安監督部近畿支部では、電気事業法、電気工事業の業務の適正化に関する法律、

ガス事業法、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律及び鉱山保安法等に基づい

て指導・監督を行い、その結果、行政処分等を実施した事例について、ホームページ等で公表して

いる。 

同支部では、業務実施計画において業務の透明性を確保することを取り上げ、行政処分結果、立

入検査結果等についてもホームページに速やかに掲載・周知することとしている。また、ホームペ

ージへの情報掲載については、それまでの取扱いを整理し、「プレス・ホームページ掲載基準につ

いて」（平成 22年５月近畿支部部議決定）として取りまとめ、個別事業者等への指導、処分等につ

いては、全てホームページに掲載するなどとしている。 

 

今回、当局において、ホームページにおけるネガティブ情報の掲載状況を調査したところ、各ペ

ージで掲載方法が異なっているなど、以下のとおり改善の余地がみられた。（なお、一部について

は見直しに着手している。） 

 

① 同支部では、所管する「電気の保安」、「ガス・火薬類等の保安」、「鉱山の保安」の３つの分野

のネガティブ情報等を区分してホームページに掲載している。 

このうち、電力安全課が担当する「電気の保安」のページについては、電気事業法や電気工事

業の業務の適正化に関する法律に関する厳重注意（行政指導）事例が掲載されているが、平成 16

年５月以降の各種情報の中に散在しており、これらネガティブ情報の一覧性が確保されていない

ものとなっている。 

  一方、他の部署が担当するホームページをみると、以下のとおり、一覧性が確保されたものと

なっている。 

○ 保安課が担当する「ガス・火薬類等の保安」のページには、「厳重注意」のページがあり、

ガス事業法違反に対する厳重注意の事例、液化石油ガス保安業務の実施状況に係る厳重注意の

事例等を集約して掲載している。 

○ 鉱山保安課が担当する「鉱山の保安」のページには、「行政措置」のページがあり、鉱山災

害等に係る鉱業権者に対する厳重注意や注意事例を集約して掲載している。 

 

② 上記①のとおり、行政指導等の事例を集約して掲載するページについて、各課によって異なっ

たページ名称が用いられている。また、事例を集約して掲載する際に、指導等年月日や対象者名

の記載の有無が、各課により異なっている。（以下参照。なお、これらの中には、当局の調査途

上で見直しがなされたものもある。） 

○ 保安課が担当する「ガス・火薬類等の保安」のページでは、行政指導等の事例を集約して掲

載するページ名称として「厳重注意」を用いている。また、事例を集約して掲載する際には、

対象となった事業者名を掲載しているが、行政指導等が行われた年月日は掲載していない。 
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○ 鉱山保安課が担当する「鉱山の保安」のページでは、行政指導等の事例を集約して掲載する

ページ名称として「行政措置」を用いており、「ガス・火薬類等の保安」のページにある「厳

重注意」とは異なっている。また、事例を集約して掲載する際に、行政指導が行われた年月と

対象となった鉱山名を掲載している。（鉱山名は当局の調査途上で見直され掲載したもの。） 

 

※ ネガティブ情報の一覧表を設ける、情報の一覧性や検索性を確保することにより、利便性が向

上すると考えられる。 

 なお、他機関では、行政処分等の実施結果を集約したページを設け、個々の事例の件名に被処

分者名、処分年月日等、当該事例を特定するための具体的情報を含めて表示して、目的の事例を

探しやすくし、情報の一覧性についても確保している例がみられる。（事例票 14（近畿財務局）

「金融商品取引法に基づく不利益処分の掲載状況」参照） 

 

 

≪中部近畿産業保安監督部近畿支部ホームページ≫ 

 

【トップページ】 

【①「電気の保安」 【②「ガス・火薬類等」 【③「鉱山の保安」 

のページ】 のページ】 のページ】 
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【①「電気の保安」のページ】 

（「電気の保安」のトップページ） 

参考：H24.8.23時点での同ページ 

当局の調査後に、「行政措置」欄、「注

意喚起」欄が設けられている。 

（ただし、H24.11.6時点で、両欄へ

のコンテンツ掲載はない。） 

「行政措置」、「注意

喚起」欄は設けられ

 ていない。 

 

 

 

「過去の一覧」をクリック 

（お知らせ・TOPICSの過去分） 

 

「お知らせ・TOPICSの過去分」

欄に、ネガティブ情報（この

場合、不適切な電気工事への

注意喚起）が混在して掲載さ
 

れている。 
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【②「ガス・火薬類等の保安」のページ】  

（「ガス・火薬類等の保安」のトップページ） 

「都市ガスの保安＞厳重注意」欄 

これまで事業者に対し実施した

厳重注意（行政指導）結果を、 

集約して掲載している。 

（次ページ参照） 

「ＬＰガスの保安＞厳重注意」欄 

これまで事業者に対し実施した

厳重注意（行政指導）結果を、 

集約して掲載している。 

（次ページ参照） 

 

 

それぞれの「厳重注意」欄をクリック 

 

（ガス事業法違反に対する厳重注意（行政指導）結果） 
厳重注意（行政指導）

を実施した、又は結果

公表した年月日を掲載

していない。 

 

 
（注）墨消し部分は個別事業者名である。 

 

（液化石油ガス保安業務に関する厳重注意（行政指導）結果） 

 

（注）墨消し部分は個別事業者名である。 
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【③「鉱山の保安」のページ】  

（「鉱山の保安」のトップページ） 

これまで鉱業権者に対し実施した厳

重注意・注意（行政指導）結果を、 

集約して掲載している。 

（以下参照） 

 

 

       「行政措置」欄をクリック 

 

（鉱業権者に対する厳重注意・注意（行政指導）結果） 

当局の調査後、鉱山名が付記されている。 

 

（注）墨消し部分は個別鉱山名である。 

 

参考：H24.8.23時点での同ページ 
鉱山名は記載されていない。 
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事 例 票 

近畿管区行政評価局 

Ｎｏ 事例票１３ 対象機関名 近畿厚生局 

事項（項細目） ３ 

ホームページに掲載される事例の件名に、被処分者名など事例を特定する固有の情
件  名 

 

報が含まれていないことから、情報の一覧性が確保されていないもの 

近畿厚生局では、事業者等に対する指導・監督の結果、行政処分やこれに準じた行政上の措置（行

政指導を除く）を行った場合は、原則として、その内容をホームページで公表することとしており、

平成 21年度以降、柔道整復師の施術に係る療養費の受領委任の取扱いの中止等の措置を行った 53

件についてもホームページでその内容を公表している。 

しかし、ホームページにおけるこれらの掲載状況をみると、専用に設けられた「柔道整復師の施

術に係る療養費が不正に請求された場合の取扱いについて」のページにおいて、措置を行った事例

が集約して掲載されているが、以下のとおり、処分を受けた柔道整復師等の氏名など、当該事例を

特定する固有の具体的情報が件名に含まれていないことから、目的の事例が探しづらく、一覧性も

確保されていないものとなっている。 

なお、健康保険法に基づき実施している保険医療機関及び保険薬局の指定の取消等並びに保険医

及び保険薬剤師の登録の取消等に関しては、別途一覧表が作成され、「近畿厚生局管内の保険医療

機関・保険薬局の取消・取消相当一覧」の例では、「保険医療機関名」、「開設者氏名」、「所在地」、

「取消（取消相当）年月日」を総覧することができ、情報の一覧性が確保されている。 

 

（近畿厚生局ホームページ） 

行政措置情報 

 
 

 




